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期間の雑誌・論文記事を対象に、「図書館 AND（公共性 OR 公益性）」のキーワードで検
索した結果得られた 49 件の文献を対象に文献調査を行う。調査方法の詳細は「2.2 公立図
書館の公益性に関する議論」において詳述する。 





 (1) 2001 年文化庁著作権分科会情報小委員会 図書館等における著作物等の利用に関す
るワーキンググループ議事録 
 (2) 2002 年文化庁文化審議会法制問題小委員会下に設けられた、図書館等における著作物
等の利用に関する検討（以下、「図書館検討」とする）の「検討結果」と、「検討結果」
に基づいて文化庁著作権課が作成した「権利制限の見直しについて」、これらが報告
された法制問題小員会と著作権分科会の各回議事録、および 2003 年 1 月発表の文化
審議会著作権分科会の「審議経過の概要」 
 (3) 1998年から 2005 年の間に国会で公立図書館の複本および公貸権に関してなされた質
疑の議事録 
 (4) 以下の団体の、1998 年から 2005 年の理事会等議事録 
日本図書館協会、日本ペンクラブ、日本文藝家協会、図書館における著作物の利用に
関する当事者協議会 
 (5) 以下のシンポジウムの記録 






   日本ペンクラブ主催：「激論！作家 vs 図書館」（2002 年 9 月 7 日）、「作家・読者・
図書館～公貸権を考える」（2003 年 11 月 8 日） 
   日本図書館協会主催：「進化する図書館－著作権を中心と知る課題と将来像を考える
－」（2002 年 10 月 25 日）、「図書館の振興と出版文化・地域文化を考える－資料
費の削減が進む中で－」（2003 年 7 月 16 日） 
   日本文藝家協会主催：「「書籍流通の理想をめざして」（2003 年 2 月 10 日） 
   日本図書館研究会主催：「図書館サービスと著作権」（2002 年 3 月 10 日） 






























6 Nitecki， J．Z．“Public Interest and Theory of Librarianship，”College &  














































































































後に 5 章において結論を述べる。 
 
  
                                                                                                                                                     
http://www3.grips.ac.jp/~ip/pdf/paper2011/MJI11004nakase.pdf（参照 2014-11-27）． 
22古賀崇．“知的財産権（著作権を中心に）：誰のための「知」か（V-2 情報と権利）”．図



































                                                   
23 新村出．広辞苑．第 6 版，岩波書店，2008，p925． 
24 森岡清美ほか編．新社会学辞典．有斐閣，1993，p413．「公益／私益」の項． 





































































 分析の対象とする文献は、公立図書館の公益性・公共性について書かれた文献 49 件とす
る。CiNii Articles の論文検索を用いて、2015 年 9 月 27 日にすべての文献を対象にフリー
ワード「図書館 AND 公益性」で検索すると検索結果は 1 件であった。対象を広げてキー
ワードを「図書館 AND 公益」とすると 207 件が得られたが、その中には著者所属の法人
格としての公益法人等のみに「公益」という言葉が現れ文献の内容とは関係がないものが
多く含まれた。そこで、複合語とならない「公益」のみをキーワードとするために検索式
                                                   
29 宮川公男．政策科学入門．第 2 版，東洋経済出版社，2002，p104-105． 
30 宮川公男．政策科学入門．第 2 版，東洋経済出版社，2002，p120-121． 
11 
を「図書館 AND /公益/」としたところ、検索結果は 0 件だった。他の研究分野の文献等で
は、「公益性」が「公共性」と共に出現する頻度が高く、また「公共性および公益性」のよ
うに両語を明確に区別せずに用いている文献が多かったことから検索式を「図書館 AND 公
共性」としたところ、結果は 55 件であった。55 件中、重複 4 件、書評 3 件を除いた 48 件
の文献が得られた。従って「図書館 AND 公益性」の検索結果 1 件と、「図書館 AND 公共




が、その内訳は大学図書館 2 件、私立図書館数 1 件と、数が少ないことと、これらの文献
中で総論的に図書館の「公益性」について触れている文献がある可能性もあったことから、
分析対象に残すこととした。 
 発表年代別の文献数は図 1 のとおりである。 
 
 

























異なる数値となる。分類内容と文献数を表 2 に示した。 
 
表 2 公立図書館の公益性について論じられている文献の「公益性の側面」による分類 











































































33 山重壮一．公共図書館はなぜ無料なのか (特集 学びの公共性と「受益者負担」)．月刊社
会教育，2001-10，45(10)，p26-32． 



































                                                   
36 新海英行．公共図書館民営化の動向と課題 : 指定管理者制度導入をめぐって．研究紀要，
名古屋柳城短期大学，2014-12-20，(36)，p4． 
37日本図書館協会図書館の自由委員会編．「図書館の自由に関する宣言 1979 年改訂」解説．
































                                                   
38 伊藤順．無料原則と公共性――複写料金の適用根拠をめぐる行為論的考察．図書館界，
1987-03，38(6)，p339-346． 
39 名和小太郎．電子図書館 : 著作権をめぐる 2 つの選択 : 公共性の維持か,市場への参入
か．大学図書館研究，1997-12，52，p20-24． 
40 「みんなの図書館」2007 年 3 月号（359 号）特集「『無料の原則』から公共性を問い直

































山家 篤夫．都立図書館「改革」の具体的方策 ．p25-31． 
 





































                                                   
44 岸本岳文．“7 章 公立図書館における「無料の原則」”．新図書館法と現代の図書館．塩
見昇，山口源治郎．日本図書館協会，2009，p190． 










































































                                                   
51 中川幾郎．“基調講演 図書館づくりはまちづくり--図書館の公共性を考える” (市民とつ
くる図書館--共に成長していけることを願って(総合・研究部門研究集会))．全国公共図書館
研究集会報告書．日本図書館協会公共図書館部会，2008，p3-9． 
















図書館の「第 3 の公益性」であると考えられる。 
 




 第 1 節では、本研究における「公益性」の定義を「公共性が支える利益が公益であり、
公益をもたらす性質が公益性である。」とした。そして「公益性」の概念の特徴として、以




 第 2 節では、公益性の 3 つの側面に照らして、公立図書館の公益性ならびに公共性につ

















 公立図書館の 3 つの「公益性」を表 3 にまとめる。 
 
表 3 公立図書館の 3つの公益性 
 公立図書館の公益性 対応する公益性の側面 
第 1 の公益性 知の共有 公益性の側面①：社会共通の価
値をもたらすもの 
第 2 の公益性 情報へのアクセスの保障 公益性の側面②：不特定かつ多
数の利益の増進に寄与するもの 
第 3 の公益性 民主主義のプロセスの実践 公益性の側面③：意思決定のプ
ロセスに焦点を当てるもの 
 





































 (1) 2001 年文化庁著作権分科会情報小委員会 図書館等における著作物等の利用に関す
るワーキンググループ（以下、「図書館 WG」とする）議事録 
 (2) 2002 年文化庁文化審議会法制問題小委員会下に設けられた、図書館等における著作物
等の利用に関する検討（以下、「図書館検討」とする）の「検討結果」と、「検討結果」
に基づいて文化庁著作権課が作成した「権利制限の見直しについて」、これらが報告
された法制問題小員会と著作権分科会の各回議事録、および 2003 年 1 月発表の文化
審議会著作権分科会の「審議経過の概要」 
 (3) 1998年から 2005 年の間に国会で公立図書館の複本および公貸権に関してなされた質
疑の議事録 
 (4) 以下の団体の、1998 年から 2005 年の理事会等議事録 
日本図書館協会、日本ペンクラブ、日本文藝家協会、図書館における著作物の利用に
関する当事者協議会 
 (5) 以下のシンポジウムの記録 
   日本ペンクラブ主催：「激論！作家 vs 図書館」（2002 年 9 月 7 日）、「作家・読者・




ンクラブ．図書館の今後についての共同声明（平成 17 年 11 月 8 日）．2005-11-8，
http://www.bungeika.or.jp/pdf/tosyokan20051108.pdf（2015-11-26 参照）． 
23 
図書館～公貸権を考える」（2003 年 11 月 8 日） 
   日本図書館協会主催：「進化する図書館－著作権を中心と知る課題と将来像を考える
－」（2002 年 10 月 25 日）、「図書館の振興と出版文化・地域文化を考える－資料
費の削減が進む中で－」（2003 年 7 月 16 日） 
   日本文藝家協会主催：「「書籍流通の理想をめざして」（2003 年 2 月 10 日） 
   日本図書館研究会主催：「図書館サービスと著作権」（2002 年 3 月 10 日） 






に示す 7 名である。 
 
 












2014年 8月 1日（金） 
11：00～12：20 
政策研究大学院大学岡本研究室 




2014年 9月 12日（金） 
15:00～17:00 
日本図書館協会事務局 




2014年 9月 20日（土） 
14：00～16：30 
立命館大学常世田研究室 
樋口 清一 日本書籍出版協会調査部 
（日本書籍出版協会事務局長 ） 









2014年 7月 22日（火）  
11：00～12：20 
武蔵野大学三田研究室 






術課主査（2003 年 4 月～、2003 年 7 月～同副主
査） 
国立国会図書館調査及び立法考査局国会レファ
レンス課課長補佐（2007年 10 月～） 
（国立国会図書館関西館文献提供課長） 
2014年 9月 5日（金）  
16：30～18：30 
JR上野駅構内「シーズカフェ」 
吉田 直樹 日本図書館協会著作権委員会委員 
東京都立中央図書館企画部企画協力課企画係 
（無） 








































































 出版市場は、図書・雑誌の販売額が 1996 年の 2 兆 6564 億円をピークに長期低落傾向が
続いている。経済産業省の商業統計調査57によれば、書店数についても、1988 年の 28,000
店余をピークに減少が続いている。 









 一方、公立図書館の数は 1975 年に全国で 1,000 館を超えたものが 20 年後の 1995 年に
は 2,297 館と倍増し、その後も伸びは鈍化したものの増え続け、2014 年現在は 3,246 館で
ある。個人への貸出冊数（視聴覚資料を含む）も伸び続け、2000 年時点で 5 億点を超えた
                                                   
57 経済産業省．商業統計（産業細分類別（産業 4 桁分類）（昭和 47 年～平成 19 年））．
2009-04-22，http://www.meti.go.jp/statistics/tyo/syougyo/result-2/jikei.html，（2016-01-18
参照）． 































                                                   






62 日本書籍出版協会,日本図書館協会編．公立図書館貸出実態調査 2003 報告書．2004-03-00． 
63 湯浅俊彦．出版流通と図書館－21 世紀最初の 10 年間－．図書館界，2010-1-1，61(5)，
p524. 
64日本児童文学者協会，日本児童文芸家協会，日本推理作家協会，日本文藝家協会，日本ペ




ード業を規制するため、1984 年の改正で著作権法に貸与権の条項（第 26 条）が新たに加





心とした図書・雑誌等出版物の著作者らが、著作権法附則 4 条の 2 を撤廃し貸与権を獲得







を公衆に譲渡し、又は貸与すること」（同法 2 条の 19）とされている。頒布権の中に貸与に
関する権利も含まれているため、貸与権については映画の著作物を除外する条文となった。
だが、貸与権が規定されたのと合わせて、映画の著作物の非営利・無料の貸与については















                                                   
65 加戸守行．著作権法逐条講義．四訂新版，著作権情報センター，2003-06-30，p203-207． 
66 作花文雄．詳解著作権法．第 3 版，ぎょうせい，2004，p362-363． 
67 作花文雄．詳解著作権法．第 3 版，ぎょうせい，2004，p362-363． 
29 
フト協会との間で話し合いが開始され、2001 年に両者の間で「合意事項」がまとめられた68。 


















 情報通信技術の進展により、日本において電子出版の可能性が開けてきたのが 1990 年代
であった。1980 年代から、電子化された辞書・辞典や新聞記事等のデータベースが CD-ROM
等のパッケージや専用端末に搭載されて販売されていた。1990 年代前半には、複数のメー
カーが CD-ROM 専用の電子書籍専用端末を発売した71。 
 1993 年には旧郵政省がインターネットの商用利用を許可し、1995 年から一般に普及し始
め「インターネット元年」と呼ばれるようになった。1995 年にはユーザーインターフェイ
スを刷新したオペレーション・システムとしてウィンドウズ 95 が発売され、情報通信環境
                                                   
68 南亮一．図書館における著作権の現状と動向について．びぶろす，国立国会図書館，2008，





70 21 世紀の知的財産権を考える懇談会．21 世紀の知的財産権を考える懇談会報告書～これ
からは日本も知的創造時代～．特許庁，1997，
https://www.jpo.go.jp/shiryou/toushin/chousa/21cen.htm（2015-12-12 参照）． 































                                                   
72電子書店パピレスについて．株式会社パピレス，
http://www.papy.co.jp/info/index.php?page=/release/051215.htm，（2016-01-11 参照）． 
73 国立国会図書館．“２．１ 出版社と電子書籍”．図書館調査研究レポート No.11 電子書
籍の流通・利用・保存に関する調査研究．2009-03-13，http://current.ndl.go.jp/node/14613
（2015-12-12 参照）． 
74 横山三四郎．ブック革命：電子書籍が紙の本を超える日．日経 BP 社，2003，P89-115． 
75 総合研究開発機構．特集「新しい公共」のプラットフォーム．NIRA 政策研究，2004-11，
p4-5． 
























2000 年に入って第 35 回81、36 回82の同小委員会においても図書館における著作物の利用に
対する補償金の話題が続き、公貸権制度の提案もなされている。公立図書館における貸出
に対する補償金を含め、図書館における著作物の利用に関してワーキング・グループ（以
下 WG）を設置することが第 36 回の同小委員会において決まった。文化庁著作権審議会マ





79 津野海太郎．だれのための電子図書館？．大日本印刷 ICC 本部，1999，p157-190．に
採録されている． 










ルチメディア小委員会図書館等における著作物等の利用に関する WG の第 1 回は同年 10









との間に留まっていたが、同年 12 月、文芸春秋 12 月号において、エッセイストの林望に
よる「図書館は無料貸本屋か」と題した記事が掲載されたことで、ベストセラーの大量複
本批判についての問題が一般に広く知られるようになった。 











第 48 回全国大会で「見解」88を発表した。同年 9 月に、日本図書館協会事務局代表の松岡
要と図書館問題研究会事務局長山重壮一・同副委員長西河内靖泰が日本ペンクラブ言論表











































えるかなど意見と現状について尋ねるアンケート調査を 2002 年 2 月に行った93。また、楡
                                                   
89 “日本図書館協会、日本ペンクラブと面談”．図書館雑誌，95(10)，p769-770． 
90 九月理事会報告．P.E.N（日本ペンクラブ会報）2001 年 9 月号，2001-09，p8． 
91 楡周平．公共図書館を通じての貸出について．日本推理作家協会会報，2001-10，
http://www.mystery.or.jp/kaiho/0110/tosyo.html（2013-10-17 参照）． 
92 楡周平．図書館栄えて物書き滅ぶ．新潮 45，2001-10，20(10)，p116-123． 
93 P.E.N（日本ペンクラブ会報）2002 年 2 月号，p6．アンケート結果は日本ペンクラブの
サイト内で公開されたが現在は削除されている．  
34 
の寄稿94をきっかけに組織された大手文芸出版社 11 社95による出版 11 社の会も、同年 4 月
20 日付で「公共図書館貸出数開示のお願い」を公共図書館 127 館に送付した96。出版 11 社
の会の要望は、新刊書の貸出についての議論が、現在公共図書館の実状を示す客観的な数
字に基づいて行われていないことに問題があるとし、ベストセラー本の貸出の実数を開示
することが必要であると述べ、「一般書の過去 5 年間の累積貸出数上位の 100 タイトルと、






 2002 年後半から 2003 年にかけて、ベストセラーの大量複本問題をめぐって図書館側と
著作者・出版社側とが直接意見を交わすシンポジウムが相次いで開催された。2002 年 9 月
7 日、日本ペンクラブ主催のシンポジウム「激論！作家 vs 図書館」が東京・内幸町で開催
された98。図書館側と著作者・出版社側とが直接対話する最初の機会であったからか、激し
い応答があり、パネリストだけでなく会場も一緒に議論するというシンポジウムになった99。
続いて 10 月 25 日には日本図書館協会の全国図書館大会（群馬大会）の中で、シンポジウ
ム「進化する図書館－著作権を中心と知る課題と将来像を考える－」が開催された。翌 2003






同年 7 月 16 日には日本図書館協会主催のシンポジウム「図書館の振興と出版文化・地域
文化を考える――資料費の削減が進む中で――」、11 月 8 日には日本ペンクラブによる 2
                                                   
94 楡周平．図書館栄えて物書き滅ぶ．新潮 45，2001-10，20(10)，p116-123． 




96 図書館雑誌，2002-06，96(6)，p386．結果の一部が 2002 年 11 月 14 日付「新文化」紙
上で公表された． 
97図書館雑誌，2002-05，96(5)，p364． 
98 日本ペンクラブ．言論表現委員会シンポジウム「激論！作家 vs 図書館――どうあるべき
か――」．http://www.japanpen.or.jp/about/cat81/vs--.html（2015-12-15 参照）． 




度目のシンポジウム「作家・読者・図書館――公貸権を考える――」101、11 月 27 日には
日本図書館協会全国大会（静岡大会）第 8 分科会中のパネルディスカッションとして「著












同年 4 月 12 日には船橋市西図書館で「新しい歴史教科書をつくる会」の会員の著書を中心
にした蔵書が集中的に廃棄されていたことが産経新聞で報道されており、公立図書館に対
するマスコミからの注目が集まった時期であった。 








102 南亮一．著作権をめぐる最近の動向－－公貸権問題を中心に－－（第 8 分科会）．図書
館雑誌，2004-02，98(2)，p87． 
103 南亮一．著作権をめぐる最近の動向－－公貸権問題を中心に－－（第 8 分科会）．図書
館雑誌，2004-02，98(2)，p87． 
104 日本放送協会．“ベストセラーをめぐる攻防～作家 VS 図書館～”．クローズアップ現代．






106 町田市立図書館．NHK「クローズアップ現代」に対する図書館の見解（2002 年 12 月）．
2002-12-06，https://www.library.city.machida.tokyo.jp/outline/pdf/NHK.pdf（2015-12-16
参照）． 







に抽出された 500 自治体を対象として実施された。内容は、1999 年と 2000 年のベストセ
ラー、各賞の受賞作品、各々の文庫版という 3 種のタイトル計 80 点について自治体内図書
館での所蔵数・貸出冊数・予約件数（現時点の）を問い合わせるものであった。調査票回
収状況は、調査票を送付した 500 自治体のうち 85％に当たる 427 自治体（図書館数として
は 679 館）から有効な回答を得た。調査結果は 2004 年 3 月に『公立図書館貸出実態調査
2003 報告書』113として公表された。 
 同報告書によれば、調査対象図書の 1 館あたり平均所蔵冊数は、ベストセラーのタイト










                                                   
108 常務理事会（2003 年 5 月 7 日議事録要旨）．図書館雑誌，2003-06，97(6)，p422． 





家協会と出版 11 社の会が中心）」とある． 
112 日本書籍出版協会,日本図書館協会編．公立図書館貸出実態調査 2003 報告書 ．日本書
籍出版協会,日本図書館協会，2004-03，64p，
https://www.jla.or.jp/portals/0/html/kasidasi.pdf（2015-12-16 参照）． 
113日本書籍出版協会,日本図書館協会編．公立図書館貸出実態調査 2003 報告書 ．日本書
籍出版協会,日本図書館協会，2004-03，64p，
https://www.jla.or.jp/portals/0/html/kasidasi.pdf（2015-12-16 参照） 
114日本書籍出版協会,日本図書館協会編．公立図書館貸出実態調査 2003 報告書 ．日本書
籍出版協会,日本図書館協会，2004-03，p3． 












当事者間の協議の場を設ける必要あるとされた。これを受けて 2002 年 2 月に文化庁に「図
書館等における著作物の利用に関する検討」が設けられた116。2002 年 2 月から 9 月まで 7















側 6 団体が 2，3 か月に 1 回のペースで協議を行い、図書館における複写に関しては、「複














図書の複製に関するガイドライン」の 2 つが合意に至り 2006 年 1 月から運用を開始するな
ど、一定の成果を上げている。しかしながら、図書館等における著作物等の利用に関する
当事者協議会において「図書館における貸出に対する補償金制度」（公貸権制度）の議論は
2015 年 11 月の時点で進展していない。 
 2004 年の著作権法改正に公貸権制度は盛り込まれなかったが、貸与権について定められ
た著作権法第 26 条 3 項について、書籍または雑誌の貸与を当分の間適用しないとしていた
附則第 4 条の 2の廃止が文化審議会著作権分科会から文化庁次官へ 2004年 1 月に提出され
た報告書に盛り込まれた。2004 年 6 月に改正著作権法が成立し、2005 年 1 月 1 日から附
則第 4 条の 2 が廃止され書籍または雑誌にも貸与権が及ぶこととなった120。貸与権の附則
廃止は、日本図書館協会内で、次は公貸権制度の成立に及ぶのではないかという危機感を
抱かせた121。 
 日本図書館協会は、「公立図書館貸出実態調査 2003 報告書」の発行に合わせて「図書館






性の高い図書館を実現すること」を図書館の課題の 1 つであるとしている。 






家協会、日本推理作家協会に依頼を出した126。各団体から同意を得、2005 年 11 月 8 日、
                                                   
120 文部科学省．著作権法の一部を改正する法律の概要．
http://www.mext.go.jp/b_menu/houan/kakutei/04112401/001.htm（2015-12-17 参照）． 
121 “社団法人日本図書館協会 2003 年度（第 2 回）理事会議事録”（2004-02-27）．図書館雑
誌，2004-05，98(5)，p324-325．常世田良理事の発言に、公貸権制度の問題に関して「（貸
与権の附則廃止の）法改正は外堀を埋められたという認識がある。」とある． 
122 日本図書館協会．図書館における貸与問題についての見解（2004 年 3 月 5 日）．
2004-03-05，http://www.jla.or.jp/portals/0/html/kenkai/taiyo.pdf（2015-12-17 参照）． 
123 “常務理事会報告”（2004-05-07）．図書館雑誌，2004-06，98(6)，p418． 
124 日本ペンクラブ．”04年 5月理事会報告”．P.E.N（日本ペンクラブ会報），2004-5，p26-27． 
125 日本文藝家協会．“6 月定例理事会”（2005-06-06）．文藝家協会ニュース，2005-06，p3-4． 


































                                                   
127 日本児童文学者協会，日本児童文芸家協会，日本推理作家協会，日本文藝家協会，日本
ペンクラブ．図書館の今後についての共同声明（平成 17 年 11 月 8 日）．2005-11-8，
http://www.bungeika.or.jp/pdf/tosyokan20051108.pdf（2015-12-17 参照）． 
128 日本図書館協会．「図書館の今後についての共同声明」出される――日本文藝家協会な






























                                                   
129 日本ペンクラブ．日本ペンクラブガイド（HP 掲載用）．http://www.japanpen.or.jp/日
本ペンクラブガイド HP 掲載用.pdf，（2015-12-30 参照），p4． 
130 日本ペンクラブ．”6 月理事会報告”．P.E.N（日本ペンクラブ会報），2001-7，p7-8． 
131 日本ペンクラブ．”11 月理事会報告”．P.E.N（日本ペンクラブ会報），2001-12，p9-10．








































                                                   
135 “社団法人化への道”（沿革）．日本推理作家協会ホームページ，
http://www.mystery.or.jp/pages/motoriji2，（2015-12-30 参照）． 



























権法では第 30 条から 47 条で個別具体的に条件を例示している。それらの具体的な条件が
どのような根拠のもとに設定されているかは条文中に記述はないが、複数の研究者が分類
を試みている。 





                                                   
137名和小太郎．“第 2 章 著作権法 理念と枠組み”．図書館と著作権．名和小太郎，山本
順一．日本図書館協会，2005，p9-21，（インターネット時代の図書館情報学叢書，1）． 







等（第 38 条）を②に分類している。 

























論を以下の 2 つの論点から分析する。 
 (1) ベストセラーの大量複本とその貸出による公益と私益の調整の必要性 
 (3) 公益と私益の調整方法の提案 
  
                                                   






















 林望は都内のいくつかの区立図書館におけるベストセラーの所蔵数を調査し、区内 10 館
の総計として乙武洋匡『五体不満足』80 冊、大平光代『だから、あなたも生きぬいて』51
冊、柳美里『命』40 冊という数字を挙げている。また別の図書館の例として、『五体不満足』










                                                   
140 林望．図書館は「無料貸本屋」か――ベストセラーの「ただ読み機関」では本末転倒だ．
文芸春秋，2000-12，78(15)，p296-298． 








本ペンクラブおよび出版 11 社の会もそれぞれアンケート調査を行っている。 
 次に「公立図書館のベストセラーの複本を大量に購入し貸出すことによって著作者の利























                                                   
142 楡周平．図書館栄えて物書き滅ぶ．新潮 45，2001-10，20(10)，p122． 












































































                                                   
153 三田誠広．図書館への私の提言．勁草書房，2003， p11-12． 
154 三田誠広．図書館への私の提言．勁草書房，2003， p130-140． 
155 高浪郁子．ベストセラーの購入状況を調べてみました．みんなの図書館，2000-03，(275)，
p18-27． 






を中心に、1998 年度のベストセラー20 点について、購入冊数と購入金額、1998 年度資料
費の予算あるいは決算額に占める割合を調査し、34 館の回答を得た。購入金額がもっとも
多かった横浜市立図書館で市全体の資料費の 0.6％、予算に占める購入金額の割合がもっと
も多い目黒区立図書館でも約 1％に過ぎないと報告している。田井は 2000 年度の岡山市立
図書館における貸出回数上位 20 の図書の刊行年・複本数・貸出回数の一覧から、20 冊のう










 ① 魅力的な蔵書と複本 
 ② 知る自由の保障と複本 
 ③ ベストセラー問題 
 ④ 経営戦略としての複本 














批判．出版ニュース，2001-08，2001 年 8 月中旬号，p6-10． 
162 田井郁久雄．複本購入の事例分析と複本購入批判の検証．図書館界，2002-3，53(6)，
p508-524． 
163 山本昭和．複本購入の問題に関する総合的研究（シリーズ 21 世紀の図書館を展望す
る・5）．図書館界，2002-5-1，54(1)，p2-9． 










































































171 斉藤誠一, 小形亮, 手嶋孝典、堀渡ほか．巻頭座談会：本が売れない原因を図書館のせ
いにするな！図書館バッシングに反論．ず・ぼん，2002，(8)，p3-29． 
172 斉藤誠一, 小形亮, 手嶋孝典、堀渡ほか．巻頭座談会：本が売れない原因を図書館のせ
いにするな！図書館バッシングに反論．ず・ぼん，2002，(8)，p23． 



























                                                   
174 日本書籍出版協会,日本図書館協会編．公立図書館貸出実態調査 2003 報告書 ．日本書
籍出版協会,日本図書館協会，2004-03，64p，
https://www.jla.or.jp/portals/0/html/kasidasi.pdf（2015-12-16 参照）． 
175日本書籍出版協会,日本図書館協会編．公立図書館貸出実態調査 2003 報告書 ．日本書
籍出版協会,日本図書館協会，2004-03，p51-61． 
176日本書籍出版協会,日本図書館協会編．公立図書館貸出実態調査 2003 報告書 ．日本書
籍出版協会,日本図書館協会，2004-03，p56． 







































ると、おおむね以下の 4 点に整理できる。もちろん、1 人の論者が一つの方法を提案してい
るわけではなく、複数の提案を列挙したり、主な提案の他に他の方法についても言及した






































期間の設定は、レンタルビデオやレンタル CD 店が、ビデオや CD の発売後一定期間の貸



















図書を読み終えようとするだろう、と予想する。1 冊の図書を 3 時間で読み切るとすれば、
その図書は 1 日で最大 3 人の利用者に読まれる計算となる。貸出する場合、1 週間で返却さ
れると仮定しても 1 週間に 1 人にしか読まれないのと比較すると、館内閲覧の方が 1 冊の
図書の利用回数は上がり、著作者らのいう「タダ読み」が増えることになるだろう、とい
う190。 











は 1993 年をピークに減り続け、2002 年度にはピーク時の 80％、1300 万円にまで落ち込
んだ、と前田章夫は報告している191。当時、図書館員の有司書資格者率もほぼ半分に過ぎ


































                                                                                                                                                     
簿 1994」および「日本の図書館 統計と名簿 2004」の「公共図書館経年変化」より筆者が
計算したところ、1 館当たり当年度予算のピークは 1996 年度の約 1,459 万円であり、2002
年度の約 1,243 万円はピーク時の 85％に当たる。 





195 例えば、日本児童文学者協会ほか．図書館の今後についての共同声明（平成 17 年 11 月
8 日）．2005-11-8，http://www.bungeika.or.jp/pdf/tosyokan20051108.pdf（2015-1-5 参照）． 
196 南亮一．公貸権に関する論点 公貸権論議と図書館問題．出版ニュース，2002-07，2002





 3.4 公貸権制度をめぐる議論における公立図書館の公益性 





定的な立場の論者が、公貸権制度によって公益と私益、もしくは「第 1 の公益性」と「第 2
の公益性」がどのように調整されると期待しているかを整理する。また、公貸権制度の導
入に否定的な立場、もしくは検討を要するとする立場の論者において、公益と私益、もし









デンマークで 1942 年に初めて制度化され（実際に施行されたのは 1946 年）、北欧諸国を中




 公貸権制度は大きく 2 つの側面を持つ。図書館における貸出による著作者の損失に対す
                                                   




199 UK PLR office. “PLR SYSTEMS AROUND THE WORLD : SOME BASIC FACTS”. 
PLR International Website. 2014-03, 

































                                                   
201 南亮一．公貸権に関する論点（公貸権論議と図書館問題）．出版ニュース，2002-07，2002



































 三田の主張は 2003 年に刊行された『図書館への私の提言』208にまとめられている。三田
の主張を、公益と私益、もしくは「第 1 の公益性」と「第 2 の公益性」との調整という点
から整理すると、次のようになる。 
 まず私益と公益の調整という点からは、本論文 3.2.1 でも考察したとおり、三田は著作権
を基本的人権とし、著作権法の権利制限により非営利無料の貸与が認められていることを、
基本的人権の侵害であるとしている。さらに、公立図書館に公共性があるということは、
                                                   
206 三田誠広．図書館への私の提言．勁草書房，2003，p176-177． 






























































1 の公益性」が、公益へのアクセスの保障という「第 2 の公益性」によって損なわれている
という主張であると考えることができる。 
 以上より、三田による、私益と公益もしくは「第 1 の公益性」と「第 2 の公益性」との








公益性」と「第 2 の公益性」の調整の必要性 
                                                   
213 三田誠広．図書館への私の提言．勁草書房，2003，97p． 










年 6 月 6 日に日本文藝家協会から文部科学省と文化庁に提出された「要望書」では、公貸
権制度による支払いの財源を国家による基金に求めており、日本ペンクラブ言論表現委員
長の猪瀬直樹も週刊文春同年 7 月 4 日号において同趣旨の記事を寄稿している。南はこの





















                                                   
216 南亮一．公貸権に関する論点：公貸権論議と図書館問題．出版ニュース，2002-07，p6-9． 
217 文化審議会著作権分科会（第 2 回）議事要旨．2001-11-12，
http://www.mext.go.jp/b_menu/shingi/bunka/gijiroku/010/011202.htm（2015-01-09 参照）． 







 公貸権制度を公益と私益の調整方、もしくは「第 1 の公益性」と「第 2 の公益性」の調
整方として見た場合、どのような問題点が指摘されているかについて考察を行う。 




















                                                   
219 日本図書館協会．「図書館の今後についての共同声明」出される――日本文藝家協会な
ど 5 団体――．図書館雑誌，2005-12，99(12)，p826． 
220 根本彰．情報基盤としての図書館．勁草書房，2002，p77． 
221 清水一嘉，公共貸出権とイギリスの作家．愛知大学文学論叢，1978-06，p157-192． 
222 高橋弘，Public Lending Right ――各国の現状を中心として（特集：図書館サービス
と著作権Ⅱ）．現代の図書館，1975-06，13(2)，p41-51． 




























の調整、もしくは「第 1 の公益性」と「第 2 の公益性」との調整としての妥当性や問題点
を指摘することは難しい。 
 




















した結果、以下の 3 点が浮き彫りになった。 
 (1) ベストセラーの大量複本問題をめぐる議論にみられる二重の対立構造 
 (2) ベストセラーの大量複本問題をめぐる議論におけるこれまでの公立図書館の「公益性」 
 (3) ベストセラーの大量複本問題をめぐる議論において新たに指摘された「公益性」 










対立構造は、公立図書館の「第 1 の公益性（知の共有）」と「第 2 の公益性（情報へのアク
セスを保障）」との対立と捉えることができる。 





 ベストセラーの大量複本問題をめぐる議論において、2 章で整理した公立図書館の 3 つの
「公益性」はどのように論じられたかを確認する。 
 公立図書館の「第 1 の公益性」は知の共有であり、「公益性の側面①社会共通の価値をも
たらすもの」に相当する。ベストセラーの大量複本問題をめぐる議論においては、公立図
書館の蔵書の多様性を確保することが、公立図書館の「公益性」であると指摘された。 




                                                   
235日本図書館協会図書館の自由委員会編．「図書館の自由に関する宣言 1979 年改訂」解説．





 公立図書館の「第 3 の公益性」は意思決定プロセスの実践であり、「公益性の側面③：意























                                                   













 まず 1 節において、これまで論じられてきた公立図書館の 3 つの「公益性」と、知る自
由の保障との関係から新たな観点を考察する。次に 2 節において、ベストセラーの大量複
本問題をめぐる議論において新たに指摘された公立図書館の「公益性」について考察する。
最後に 3 節において、これからの公立図書館の公益性についてまとめる。 
 
 4.1. これまでの公立図書館の公益性の新たな観点 
 本節では、これまで公立図書館について論じられてきた 3 つの「公益性」と、知る自由





4.1.1 公益性の側面と公立図書館の 3 つの公益性 

















 これら公立図書館の 3 つの「公益性」は、互いに連関し一つの展開の中に位置づけられ




























                                                   































る自由」という言葉自体は使われていないが、「情報を受ける自由（freedom to receive 
information and ideas）」が知る自由に相当すると考えられる。その後 1966 年には、世界
人権宣言の実定法である国際人権規約が採択され、その第 19 条第 2 項で、世界人権宣言と
同趣旨で、表現の自由に情報を受け取る自由が含まれることが明記された。なお日本の国
                                                   
240 最大判昭和 44 年 10 月 15 日刑集第 23 巻 10 号 1239 頁．
http://www.courts.go.jp/app/files/hanrei_jp/747/050747_hanrei.pdf（2015-01-04 参照）． 

































                                                   




本図書館協会，1997，p2-9，（図書館と自由，第 14 集）． 
245中村克明．“1954 年「自由宣言」における知る自由の採用”．知る権利と図書館．中村克
明．関東学院大学出版会，2005，p37-50．参照部分は p30-33． 
246 最大判昭和 59 年 12 月 12 日集民第 143 号 305 頁．
http://www.courts.go.jp/app/hanrei_jp/detail2?id=62891（2015-01-12 参照）． 








   
4.1.3 図書館における知る自由 




用い始め、1948 年の新聞週間の第 1 回の標語「あらゆる自由は知る権利から—Your Right 
to Know is the Key to All Your Liberties」が日本における使用例の最初とされている250。













                                                   
249日本図書館協会図書館の自由に関する調査委員会．“「宣言」の前文とその副文について”．
図書館の自由に関する事例 33 選，日本図書館協会図書館の自由に関する調査委員会編．日
本図書館協会，1997，p2-9，（図書館と自由，第 14 集）． 
250 堀部政男．資料 1 日本と世界の知る権利・情報公開論議．衆議院・憲法調査会人権小委


















































































































する場としての「第 3 の公益性」である。これら 3 つの「公益性」は、民主主義社会の実
現という公益をもたらす「知る自由」を保障するという「公益性」の 3 つの側面であると
言える。 
 「知る自由」という公益の 3 つの側面である公立図書館の 3 つの公益性のうち、ベスト
































め、CiNii Articles に登載されている全期間の雑誌・論文記事を対象に、「図書館 AND（公
共性 OR 公益性）」のキーワードで検索した結果得られた 49 件の文献を対象に文献調査を
行った。次に、公立図書館の公益性についてどのように認識され何が問われていたかを明












の側面に照らして下記の 3 つに分類した。 
 ・公立図書館の第 1 の公益性：知の共有 
 ・公立図書館の第 2 の公益性：情報へのアクセス保障 





















 ベストセラーの大量複本問題をめぐる議論について書かれた文献を、公立図書館の 3 つ
の公益性に照らして分析し、以下の 3 点が浮き彫りになった。 
 (1) ベストセラーの大量複本問題をめぐる議論にみられる二重の対立構造 
 (2) ベストセラーの大量複本問題をめぐる議論におけるこれまでの公立図書館の「公益性」 
 (3) ベストセラーの大量複本問題をめぐる議論において新たに指摘された「公益性」 
 4 章では、これまでの分析を踏まえ、これからの公立図書館の「公益性」について考察し
た。まず 1 節において、これまで論じられてきた公立図書館の 3 つの「公益性」と、知る
自由の保障との関係から新たな観点を考察した。これまで、公立図書館は 3 つの「公益性」
について論じられてきた。蔵書を構築し付加価値を加えて公共財とすることで、知を共有
するという「第 1 の公益性」、人々の知や情報へのアクセスを保障するという「第 2 の公益
性」、そして人々が自ら意思決定する市民となり、議論を経て地域の政策を選択していくと
いう、民主主義のプロセスを実践する場としての「第 3 の公益性」である。これら 3 つの
「公益性」は、民主主義社会の実現という公益をもたらす「知る自由」を保障するという























































3．McLean,Iain, McMillan, Alistair. The Concise Oxford Dictionary of Politics. 3rd 
ed. Oxford University Press, 2009. 
4．Nitecki， J．Z．“Public Interest and Theory of Librarianship，”College &  
Research Libraries， vol．25，1964，p269－278，325． 
5．UK PLR office. “PLR SYSTEMS AROUND THE WORLD : SOME BASIC FACTS”. PLR International 
Website. 2014-03, http://www.plrinternational.com/plraroundtheworld.pdf, 
（2015-12-18参照）. 
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129．波多野宏之,Poirot Albert,山名善之．討議 (特集 日仏図書館情報学会 40周年記念









































簿 1994」および「日本の図書館 統計と名簿 2004」の「公共図書館経年変化」より筆者
が計算したところ、1館当たり当年度予算のピークは 1996年度の約 1,459万円であり、2002
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